
― 1新製品・持術1苗発におけるスットワーク】

各開発段階において、いろいろな課題が生じるが、

それを解決する際には夕1部組織とのネットワークによっ

て新製品・技術開発を進めていくことが有用である。

本節では、ネットワークの状況とネットワークのあり

方を考える上でのポイントをみておく。

1 ネ ットワークの現状

大阪の中小製造業の新製品・技術開発における主な

実施体制をみると、いずれの段階においても外部組織

を活用する企業が一定割合みられる (図表 I-2-9)。

特に、「技術の開発Jや 「性能試験 ・試作品のモニター

調査Jで 外部組織の活用割合が高い。

では、どのような相手とネットワーク化しているの

であろうか。

m)ニ ーズ情報の人手とネットワーク

まず、「受注先や市場ニーズの把握」や 「製品ヨン

セプトの明確化」の段階では、主な受注 ・販売先でも

ある卸売業とネットワーク化する割合が高い (図表 I一

2-10)。

(ニーズ情報入手ネットワークの再構築)

しかし、顧客のエーズを伝える機能が卸売業で弱まっ

図表 I-2-9 新 製品 ・技術開発面における外部組織の活用

資料 モ大阪府立産業開発研究所 「中小工業ネットワークに関する調査J(平 成16年10月)。

(注)複 数回答。地域区分は、図表 I-2-1の とおり。

ているという指摘が、製造業者からなされている。卸

売業の中には、自らは顧客の潜在的なニーズを掘り起

こさずに、売れた実績のあるもの、売れる可能性の高

そうなものを可能な限り低価格で提供することを製造

業者に求めているところがあることも事実である。

卸売業者から市場ニーズが伝わりにくいということ

は、卸売業にニーズ情報の大手を依存することが多かっ

た大阪の,小 製造業にとっては大きな問題である。こ

のような認識を持っている製造業者の中には、新たな

ネットワーク化を模索する動きがある。

衝 たなネットワークにより製品開発する松藤テリー)

株式会社松藤テリー (旅取町)は 、ベビー用など

のタオルを製造している。

同社が属する泉州タオル産地は、卸売業ルートに

よる販売か中心であったが、輸入品の増大や消費低

迷に伴って、厳しい状況にある。そのようななか、

同社では、大阪タオルエ業組合を窓日にして新たな

販路を開拓することにより、同業者とともに厳しい

環境に立ち向かっている。新たな販路とは、組合の

ショールームに隣接したショップなど大阪府内3ヶ

所のアンテナショップやウェブサイト、カタログ販
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図表 I-2-10 新 製品 ・技術開発面のネッ トワークの相手先 (大阪府全域)
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売などである。同社では、このような取組を通 じて

消費者ニーズを直接つかみ、製品開発につなげるこ

とを目指 している。

また、同社では、自社ブランド製品開発のために、

中小繊維製造事業者自立事業を活用 し、商品企画コ

ンサルタントをア ドバイザーとした。知人の紹介で

出会ったこのコンサルタントは、タオルの卸売業者

で働いていた経験もあるので業界知識を持っている。

あわせて、ヨンサルタントとして幅広い業界につい

ての知識 も有することから、現実的、かつ、タオル

業界の常識に縛 られないコンセプ トを提示すること

かできる。同社は、このようなア ドバイザーとのネッ

トワーク構築が、製品開発力の向上につながるもの

と期待している。

(消費者とのネッ トワーク形成も有効な選択肢)

製品開発に必要な情報を得るためのネットワークの

相手としては、卸売業、小売業という流通業やコンサ

ルタント業、マーケティング業などの対事業所サービ

ス業か思い浮かぶが、消費者である市民そのものから

情報を得るということも選択肢の一つであることを忘

れてはならない。

点Rの 声を製品開発に活かすテクノベンチャー大東)

大東市共FE起業グループテクノベ ンチャー大東

(大東市)は 、製品の共同開発を目的として、平成

15(2003)年 に発足 した製造業者のグループである。

業を起こすという思いを込め、「起業Jを 名前に入

れている。メンバーの業務構成は、金型や電気機械

などの機械関連製造業から家具、アクセサ リーの製

造などの生活関連製造業まで多岐に渡っている。

同グループでは、市民のエーズを把握 し、それを

反映させた製品開発を行う仕組みを構築 している。

その仕組みとは、1卜まい、生活に関 して安心 して相

談できる場を作るために設立された特定非営利活動

法人 (NPO法 人)「住まいみまもりたいJと のネッ

トワークである。

子育てや介護の現場にいる主婦やボランティアな

どは、毎日、様々なニーズを感じているが、そのニー

ズを製造業者に伝える手段を持っていない。そこで、

「住まいみまもりたいJが 、NPO法 人としての事業

活動のなかで、このような生活者、女性の回線とい

う特徴を持ったこ―ズ情報を集めている。

「テクノベ ンチャー大束Jは 、「tTまいみまもり

たいJと 月 1回打ち合わせをしており、メンバーの

なかで 「住まいみまもりたい」の収集した様々なニー

ズ情報毎に関心のある企業が集まり、製品FF5発に取

り組んでいる。

両者は、「市民と市内の企業が一
体となっての製

品づ くりを通 して、お互いの理解を深め、生活ある

いは企業活動をより良いものにしたいJと いう理念

を共有 している。「テクノベ ンチャー大東Jで は、

これまでに8種 類の製品を企画 ・販売 しているが、

そのうち3製 品が 「住まいみまもりたいJの 情報が

基になっている。
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従来の取引関係において卸完業などの親企業からも

たらされていたニーズ情報か中小製造業に伝わりにく

くなるなかで、これまでみてきたような様々なネット

ワークを新たに構築する動きが活発化している。

では、技術情報については、どうであろうか。

修)技 術情報の入手とネットワーク

(技術の開発などでは中小製造業とネットワーク化)

新製品 ・技術開発における 「試作J「技術の開発J

「デザイン・設計」の段階では、中小製造業とネット

ワーク化する害u合が高い (前掲図表 I-2-10)。

(大企業とのネットワークも有効)

中小製造業とのネットワークが全般的に多いが、豊

富な情報を持つ大企業とのネットワークも有効である。

大企業とは、取引関係のなかでネットワーク化するテー

マが出てくることも多いので、その機会を活かしてい

くことが必要である。

ただし、従来の受注 ・販売先とのネットワークを通

じて技術情報を入手することが難しくなりつつあるな

か、取引関係のない大企業とも多様な出会いのなかで

ネットワークを築き、技術情報を交換する関係を椎築

することも有効である。

(大企業とネットワーク化を進めるケーエム精工)

ケーエム精工株式会社 (東大阪市)は 、自動車用

部品 ・ステンレスナット建築用ねじなどを製造する

企業である。

同社では、自動車部品を主に扱っている受注先の

大手ねじメーカーと共同で、頭部の高さが02ミ リ

メートルという薄型のねじを開発した。満の深さを

従来のままにしてねじの頭部を薦くすると、締付け

の際に頭部の付け根から折れやすくなる。そこで溝

を浅くすると、 ドライバーが浮き上がるというカム

アウト現象が起き、 ドライバーかはずれやすくなる

などの問題が生じる。開発された製品では、そのよ

うなことが起こらないように溝の形状に工夫かこら

されている。この新製品は、同社か製造し、大手ね

じメーカーに納入している。この共同開発がベース

となり、同社独自で建築関連の応用製品の開発にも

成功し、販売を開始している。

また、同社副社長の大学時代の研究仲間が大手電

気機器メーカーに勤務していたことから、そのメー

カーと技術提携することになり、アルミニウム、マ

グネシウム、樹脂といった軟質材を高強度に締め付

けるナットに関する技術情報が提供されるとともに、

特許の使用許諾も得られた。この技術を活用した応

用製品によって、IT関連分野で受注先を増やすこ

とを期待している。

(ネットワーク化により開発期間短縮などの効果)

このように、ニーズ情報や技術情報の入手などのた

めに、開発段階に応じて最適な業種 ・業態とのネット

ワークが構築されている。様々なネットワークのなか

で、卸売業、サービス業とのネットワークにおける新

製品 ・技術開発面の効果をみると、「開発期間の短縮J

が最も多い (図表 I-2-11)。 消費者やユーザーの

ニーズの移り変わりが激しいなかで、ネットワーク化

により開発時間を節約できることは極めて有用である。

開発期間の短縮 その他

図表 I-2-11 他 産業とのネットワークの効果 (大阪府全域)
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品質 性 能の 十
向上

資料 を大阪府立産業開発研究所

開発コストの抑制

「中小工業ネットワークに関する調査」(平成16年10月)。



2 新 製品 技 術開発を支援する関連産業

新製品・技術開発においてネットワークを構築して

t くヽことが有効であるか、製造業以外の関連産業との

ネットワークについて、新たな動きをみていこう。

(ネットヮークの相手先確保やニーズ把握のためにサー

ビス業を活用)

ネットワークを再構築するとしても、どのようにネッ

トワークの相手を見つけるかが、まず問題となるか、

相手を見つけるための情報発信力強化を支援している

サービス業がみられる。

(中小製造業の情報発信を支援する倉」)

株式会社創 (滋賀県大津市)は 、インターネット

活用のための教育事業、製造業者のコミュニティ運

営、ウェブ制作事業、ネット営業代行事業を通じた

製造業支援を行っている。

同社では、脱下詰を目指す、頑張る製造業のコミュ

ニティとして 「e製 造業の会Jを 設立した。モノづ

くりとインターネットの融合で新たな価値を創造し、

日本のモノづくりをカソコよく、元気にすることJ

「中小企業、小さな会社、個人事業者こそインター

ネット活用が有効有益であることを伝え続けることJ

を日的とし、メーリングリストによる情報提供と情

報の共有化、電子メールによる個別コンサルティン

グといったオンラインでのサービスに加えて、セミ

ナーや交流会、工場見学会など実際に顔を会わせて

の活動も行っている。

同社社長は、「かつては、製造業者が情報発信す

る手段もなかったので、卸売業者などが間に入って

説明をしていた。現在は、インターネットを使って

自分で全国に対して情報発信でき、新規受注も取れ

る。インターネットであれば、低コストで、かつ、

押し付けでなく、永統的に情報を置くことができ、

開発や販売におけるネットワークの適切な相手が、

相手のplから現れてくる。したかって、相手から選

んでもらえるように、自社のアイデンティティをしっ

かりと認識した上で、自分が何を得意とし、何を求

めているかを情報発信することか重要であるJと 語っ

ている。

このような信念のもと、同社は、出会いの場を提

快したり、情報発信のノウハウを伝授したりするこ

とによって、中小製造業者のネットワーク形成にも

大きく貢献している。

既存製品 ・技術を受注 ・販売するなかで、顧客の要

ヤに対応することから新製品 ・技術を開発することか

少なくないが、中小製造業の持つネットワーク内で解

決できないこともある。このような場合に、前述 した

株式会社オー ミヤのように、公的支援機F_5から紹介を

受けて、デザインの見直 しをデザイナーに依頼するケー

スがみられる。

これは、対処すべき課題か明らかになった後での関

連産業の活用であるが、課題を発見するために関連産

業を活用することも有効である。

(売れるための課題を明らかにするTopdas)

Topdas株 式会社 (大阪市)は 、売れるための課

題を明らかにすることで、製品開発を支援するサー

ビス業である。

同社は、「既存の製品 ・技術はもっと何 とかなる

はずJ「 このままではダメJと いう危機感を持った

中小製造業者などを支援対象としている。 自社の持

つ人脈を活用 して、その製品 ・技術に関心を示 しそ

うな大企業などから、どうすれば購入するかという

改良点を聞き出し、情報をフィー ドバックしている。

改良点を解決すればじジネスに結びつ くことから、

中小製造業者 も、課題の克服に真剣に取 り組んてい

る。

同社社長は、「売れる仕組みを作ることが仕事で

あり、売 り手を数多 く探すことが本分ではないJと

自社を位置付けている。「これまでの支援者は、特

定の業界に強いが、総合的な情報を持ち合わせてい

ないので、lR界があるJと 分析、自らの持つ総合的

なネットワーク、日利き能力を活用 した情報の提供

により、中小製造業者の支援を行っている。

(企業OB人 材の活躍)

大企業OBな どか中ィいとなって、中小企業などの技

術開発支援をするという動きか盛んになっている。任

意グループ、NPO法 人、株式会社など、様々な形で

団体を形成 し、活動 している。

(大企業OBと 学識経験者で技術支援を行うテクノ

メイ トコープ)

特定非営利活動法人テクノメイ トコープ (大阪市)

は、大企業出身の技術者142名と大学名誉教授など

の技術顧問21名で構成された技術者集団である。 リ

ス トラの進展による技術の散逸防止や、大企業大材

の持つ技術の中小企業への移転促進を目的として設

立された。
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同法人は、環境分野に上軸を置き、循環型社会シ

ステムを視野に入れた事業を行っている。事業内容

としては、環境保全に関する技術情報の調査研究及

び普及啓発活動のほか、技術相談員の斡ZE、新製品 ・

技術開発の指導、既存製品の改良指導、ISO認 証取

得支援、産学連携の仲介など、多岐に渡る。

メンバーの保有する技術は、環境、機械、電気、

電子、情報、化字、織維、金属、土木、建築、生物

など幅広 く、固形廃乗物の炭化処理新プロセスを開

発 した企業の全般的技術ヨンサルティングを受託 じ

ている。また、大阪府立大学で開発された新 しい酵

素の機能性食品や化粧品への適用及び商品化に際 し

て、各種実験やサンプル製品づ くりを受Htするなど

の実績 も多 くあがっている。

同法人では、企業から持ち込まれた案件に応 じて、

その道の第
一人者を複数集めてディスカッションし、

その上で最適な人を紹介する仕組みを持 っている。

この仕組みによって、企業が新製品 ・技術開発にお

いて発生する課題の解決につながる情報が提供され

ている。

(大学 ・公設試験研究機関との技術開発や性能試験で

のネッ トワーク)

近年、TLO(技 術移転機関)を 設けるなど産学連

機に積極的な大学、公設試験DF究機関とネットワーク

を形成する場合 も少なくない。

その一方で、大学に相談 したいことがあっても、大

学の政居が高いと感 じる経営者は多い。産学連携に関

する最近の調査によると、「大学や公設試験研究機関

に研究開発を進める上で相談 したいと思ったことはあ

るか、実1味には十日談 しなかったJと の回答は25%に の

はり、その理由として、「どこに話を持っていけばよ

いかわからなかったJに 次いで、「大学の教居か高い」

があがっている (北九州市立大学産業社会研究所 『北

九州市中小製造業の研究開発 と産学連携』 (平成17

(2005)年 3月 )。

この政居をjrくするために、問題を抱えていそうな

企業に、出前講座や出張交流会として、大学教員か慌

極的に出向いて行 くことで、大学と企業との距離を縮

め、敷居を低 くするという取組もある。また、卒業上

とのつなかりを活かしていこうという新たな手法もみ

られる。

(卒業生のバックアップを通 じ企業を支援する阪南

大学)

阪高大学 (松原市)で は、平成16(2004)年 4月

に、大阪市内|しい部に 「阪南大学中小企業ベンチャー

支援センターJを 開設 した。ここでは、起業相談、

経営相談 (製品開発に伴う技術開発、マーケティン

グ調査、経営計画、法律 ・特許相談など)、教育支

援 (各種セ ミナー開催など)を 行っている。このよ

うな事業を通 じて、大学の 「知Jを 中堅 ・中小企業

に教授するとともに、企業経営の実態に接すること

で、大学の 「知Jを さらにレベルアップさせて、中

堅 ・中小企業に遺元するという 「知識循環Jを 狙っ

ている。同大学で学部を有 していない技術系の専門

知識に関しても、技術系の学長やその人llで対応 し

ている。

さらに、当センターの特徴は、企業に就職 し、社

会人として済躍 している卒業生の相談に応 じている

ことで、卒業生に対する継続的支援を行っている。

これにより、就職活動時における同大学の学生の魅

力をより高めることにもつなかるものと同大学では

考えている。企業側からみると、卒業生を介 してで

あれば、大学を身近な存在として活用することも可

能になって くる。

また、同大学の卒業生がいない企業 も支援対象で

あり、当センターの事務室長が中小企業者の会合な

どに積極的に顔を出すなど、大学の方から企業に歩

み寄っている。

3 ネ ットワークを生み出す仕‖み

このようにネットワークの活用によって新製品 ・技

術開発面での課題を解決できるが、ネットワークの柏

手としての関連産業にも多様性が生 じている。そのよ

うなネットワークはどのように生み出されるのであろ

うか。

(ネッ トワーク化のきっかけは多様)

ネ ットワーク化のきっかけとして、最 も多いのは

「自社による開拓Jで ある は1表I-2-12)。 新製品 。

技術開発に必要な経営資源を外部から獲得する手法は、

自社て直接探すことが基本であるが、それ以外のきっ

かけも多い。

(取引先の紹介が多い)

そのなかでは、「取引先の紹介Jが 最 も多い。取引

先を介してこれまで接点のなかった企業と知 り合うこ

とができたり、情報が入手 しやす くなったりするなど、

取引先はネットワーク化のきっかけづ くりに有用であ



図表 I-2-12 外 部組織とのネットワーク化のきっかけ (大阪府全域)

1晋
~曹~彊~=~直~有

ま丁

資料 1大阪府立産業開発研究所 「中小工賞ネットワークに関する調査J(平 成16年10月)。
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る。取引先は、自社や紹介先の事業分野やその技術水

準などを理解しているため、ネットワークにおける事

業がスムーズに進む相手を紹介してくれる可能性が高

いからである。

(インフォーマルなネットワークも有効)

「取引先の紹介」より低い割合であるが、「友人 ・

知人の紹介Jも 22%を 占めている。ビジネス上の付き

合いだけでなく、インフォーマルな関係である友人 ・

知人からもたらされる情報も、業務遂行の上での関係

から得られる情報を補う有力な情報入手ルートである。

(情報発信を意識することが重要)

「相手先からの売り込み」という回答も18%を 占め

ている。自社に適した相手が売り込んでくるようにす

るためには、自社から情報発信を行うことも有効であ

ることがわかる。

(小括)

中小製造業の発展のためには、新製品・技術開発ヘ

の取組が不可欠である。大阪の中小製造業の新製品 ・

技術開発面の強みは、高品質 ・高精度の試作力やアイ

デア・発想力であるが、市場ニーズの把握には弱みが

ある。そのような弱みを補い、強みを活かすために外

部組織とのネットワークが必要である。

近年、従来の取引関係からニーズ情報や技術情報が

伝わりにくくなるなか、新たなネットワークを構築し、

そこから新製品 ・技術開発につながる情報を入手する

ように心掛けねばならない。その際には、近年、活発

化しつつあるサービス業や産業支援型NPOな どとの

ネットワークも視野に入れるべきである。



製品開発における独創性と地域の力―――― ――一―
       ョ マロロ!刑 ′し ヒヽ 0つ iり【ジ 9五 馬 」|工【 "コ "踊 Vン タ」

国際競争が激しくなり、ますます製品や技術の独創性が重要になってきた。

製品開発や技術開発における独創性は、どこから生まれるのであろうか。独創的な人間が生み出

すことにまちがいないが、独創的な人間はどのように生まれるのであろうか。

第 1に必要なものは、独創的なアイデアを尊重する気風である。独創の種があっても、この気風

がないと、種が茅を吹かない。独創を尊重する気風を醸成することは、現在では会社経営者の重要

な任務のひとつである。

独倉」を尊重することについては、教育も大きな責任を負っている。日本では、小学校から大学ま

で、横並び主義 ・平均主義が蔓延しているという指摘がある。小学校などでは、基礎学力養成に力

を入れなければならないなど、それぞれの現場で言い分はあろう。だが、疑間を育て興味をはぐく

む教育は小学校から重要である。

独創ということでは、大学教育はとくに重要である。独自の観点、独自のアイデアを尊重し、す

べての学生が小さなアイデアを仲ばし、育てる経験をもつべきだろう。教授たちはそのために努力

すべきだし、学生たちのなかにそうした努力を高く評価する価値観が育つことを望みたい。

独創を尊重する気風があり、創造に取り組む個人が多数いても、社会にそれを可能にする基盤が

ないと、独創が花開くことは少ない。では、その基盤とはなんであろうか。地域社会の多様性と交

流の文化とが深く関係している。

独創性 ・創造性がどのように生まれるかという研究はたくさんあるが、多くが思考の転換により

新しい結合を作りだすことに触れている。思考の転換は個人のオ能であるか、新しい結合を用意す

るものは地域社会である。偶然の出会いが新結合を可能にする。

この点では、関西という一日交流圏には、大きな可能性がある。関西には、現代社会のほとんど

の技術と知識とが集まっている。問題はそれらをうまく組み合わせる交流である。企業や大学など、

組織の壁を越えて交流する政策を各企業 ・大学か確立する必要がある。企業秘密の壁を高くするだ

けでは、長い日で自社の豪亡を招く。このことを経営者が理解することが重要である。

大阪府立産業開発研究所 前 顧問

大阪市立大学大学院倉U造都市研究科 教 授

塩沢 由 典
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